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桜井市市民協働推進補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、市民による主体的かつ地域の個性を生かしたまちづくりを推進し、市の発展に寄

与することを目的とした市内で活動をする団体等が行う公益的な事業に対し、予算の範囲内で桜

井市市民協働推進補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、

桜井市補助金交付規則（昭和46年８月桜井市規則第24号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、この要綱の定めるところによる。 

（補助対象団体等） 

第２条 補助の対象となる団体等（以下「補助対象団体等」という。）は、次の各号のいずれにも

該当する団体等又は市長が特に認めた団体等とする。 

(１) 市内で主たる活動を行っている団体又は活動による効果が市内である団体 

(２) 会員が５人以上で、会員の過半数が市内に在住、在勤又は在学している団体 

(３) 非営利かつ公益的な市民活動を継続的に推進する団体 

(４) この事業に係る補助金交付決定後１年以上継続して活動する見込みがある団体 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる団体については、補助対象団体等としない。 

(１) 特定の政治、宗教、思想等に関わる団体 

(２) 特定の公職者（候補者を含む。）又は政党を推薦し、支持し、又は反対することを目的と

する団体 

(３) 暴力団（規則第５条第２項第１号の暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団若しくは暴力

団員（規則第５条第２項第２号の暴力団員をいう。）と社会的に非難されるべき関係を有する

団体 

(４) 営利を主たる目的とする団体 

(５) 次条第1項第2号に規定する補助事業について、補助金の交付を4回受けている団体 

(６) 市の他の補助金等の交付を受けている又は受ける予定がある団体 

(７) 前各号に掲げるもののほか、補助金の交付を受けることが適当でないと市長が認める団体 

（補助事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、補助対象団体等が第１条

に規定する趣旨に沿って行う市民活動であって、次の各号に掲げる補助対象コースのいずれかに

該当する事業とし、その活動の内容、時期、経費等がその活動の目的を達成するために適当であ
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ると市長が認めたものとする。 

(１) スタートコース 団体設立後３年未満で、かつ、当該補助金の交付を一度も受けていない

補助対象団体等が、その活動の基盤を整え、充実するために実施する事業 

(２) ステップアップコース １年以上継続して公益的な活動を行っている補助対象団体等が、

自らの資質を向上させ、その活動を拡大させるために実施する事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業については、補助事業としない。 

(１) 特定の政治、宗教、思想等に関連した事業 

(２) 事業効果に持続性及び発展性が欠けると認められる事業 

(３) 市の他の補助金等の交付を受けている又は受ける予定がある事業 

(４) その他市長が適当でないと認める事業 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費は、別表第１のとおりとする。 

（補助金の額及び期間） 

第５条 補助金の額は、補助事業に係る前条の経費の総額に、別表第２の左欄に掲げる区分に応じ

それぞれ中欄に定める補助率を乗じた額（その額が同表右欄に定める額を超える場合は、右欄に

定める額）とする。 

２ 前項の規定により算出した額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものと

する。 

３ 補助の期間は、この要綱により補助金の交付決定を受けた日の属する年度とする。 

４ 補助金の交付は、同一年度において１団体につき１事業とする。 

（事業の募集） 

第６条 市長は、期間を定めて、補助事業の企画提案を募集するものとし、これに応募しようとす

る補助対象団体等は、桜井市市民協働推進補助金事業提案書（第１号様式）に次に掲げる書類を

添付して、市長が指定する日までに、市長に提出しなければならない。 

(１) 規則第２号様式の事業実施計画書 

(２) 規則第３号様式の収支予算書 

(３) 桜井市市民協働推進補助金交付申請調書（第２号様式） 

(４) その他市長が必要と認める書類 
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（事業の審査等） 

第７条 市長は、前条の規定により提出があった事業について審査するものとする。 

２ 補助事業の選考及び補助金の交付額の査定は、桜井市市民協働推進補助金事業審査会が行い、

市長は桜井市市民協働推進補助金事業審査会の審査結果を尊重し、補助事業を採択し、補助金の

交付予定額を決定するものとする。 

（規則の準用） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付については、規則第４条から第13条までの規

定を準用する。 

２ 市長は規則第５条の交付決定について、次に掲げる条件を付するものとする。 

(１) 補助事業に要する経費の配分若しくは補助事業の内容を変更し、又は補助事業を中止しよ

うとする場合は、市長の承認を得ること。 

(２) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速

やかに市長に報告してその指示を受けること。 

(３) 補助事業完了後１ヶ月以内に規則第９号様式の事業完了報告書を提出すること。 

(４) 補助事業が適正に行われることを期するため、必要があるときは、市長が補助事業の実施

状況の報告を求め、又は実施調査を行うことがあること。 

(５) 補助の目的に反するときは、補助金の一部又は全部を返還させることがあること。 

(６) 補助事業に係る収支状況等を常に明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を５年

間保管しておくこと。 

(７) 規則及びこの要綱の規定を遵守すること。 

(８) その他市長が必要と認めること。 

（申請の取下げ） 

第９条 補助金の交付を申請した団体等は、規則第５条の規定による通知書を受領した場合におい

て、当該申請に係る補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、申請

の取下げをすることができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付決定はなかった

ものとみなす。 
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（補助事業の遂行） 

第10条 規則第５条の規定による補助金の交付決定を受けた団体等（以下「補助事業者」とい

う。）は、当該補助金の交付の目的及びこれに付された条件その他この要綱の規定に従って補助

事業を遂行しなければならない。 

（是正措置） 

第11条 市長は、規則第11条に規定する事業の完了報告書を受理した場合において、当該報告に係

る書類の審査及び必要に応じて行う実地調査等により、その補助事業の成果が補助金の交付決定

の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めたときは、その補助事業につきこれに適合させ

るための措置をとるべきことを、当該補助事業者に対して命ずることができる。 

２ 規則第11条の規定は、前項の規定による命令に従って行う補助事業について準用する。 

（交付の取消し等） 

第12条 補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、市長は、補助金の交付決定若しく

は確定を取り消し、又は変更することができる。 

(１) この要綱に違反したとき。 

(２) 補助金を目的外に使用したとき、不当に使用したと認められるとき又は使用しなかったと

き。 

(３) 補助金の交付決定の際に付した条件に違反したとき。 

(４) 補助金の経理状況が不適正と認められるとき。 

(５) 事業の実施方法が、補助金の交付の趣旨にそわないと認められるとき。 

（財産処分の制限） 

第13条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で次に掲げるものを、市

長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は

担保に供してはならない。ただし、市長が定める期間を経過した後は、この限りでない。 

(１) 不動産及びその従物 

(２) その他市長の定めるもの 

（その他） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 
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別表第１（第４条関係） 

区分 経費の種類 

報償費 講師、出演者、協力者等への謝金等 

旅費 講師等の移動及び団体構成員の現地調査等のための交通費（公

共交通機関に限る。）、通行料等 

需用費 消耗品費 会議資料、ポスター等の用紙、封筒、文具等 

燃料費 自動車等の燃料（自家用車の燃料費は除く。）、会場の暖房用

燃料等 

印刷製本費 ポスター、チラシ、プログラム、報告書等の印刷製本費等 

光熱水費 電気、ガス、水道等の使用料等（団体の事務所等の管理、運営

等に要したものを除く。） 

役務費 通信運搬費 郵便料、運搬料等 

手数料 振込手数料等 

保険料 ボランティア保険料等 

使用料及び賃借料 会場使用料及び車両、機械、機器類等の借上料等 

原材料費 材料費、料理教室の食材等 

備品購入費 賃借することが不可能な備品の購入費 

その他の経費 専門知識、技術等を要する業務についての委託料等その他市長

が必要と認める経費 

備考 

１ この表に掲げる経費であっても、社会通念上補助することが適当と認められないものにつ

いては、補助金の交付対象としない。 

２ 補助金の交付対象となる備品購入費の総額（新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に係

る備品購入費を除く。）は、交付される補助金の額の10分の３を超えてはならない。 
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別表第２（第５条関係） 

区分 補助年 補助率 補助限度額 

スタートコース ― 10分の10以内 100,000円 

ステップアップコー

ス 

１年目 ４分の３以内 150,000円 

２年目 ３分の２以内 200,000円 

３年目 ３分の２以内 300,000円 

４年目 ２分の１以内 300,000円 

 

 


